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開発指標に対する政治要因のインパクトの検証
　　 ガーナ共和国（1981年～2010年）を事例として 　　

高　井　亮　佑

はじめに

　1960 年の「アフリカの年」以降，続々と独立
を達成し新たな近代国家として出発したアフリカ
諸国の大多数は程度の差こそあれ反近代化・独裁
化の道を歩むこととなった。とりわけその過程
は，「個人支配」や「新家産主義」といった概念
で要約されるように，指導者の広範な裁量に基づ
く統治，指導者との個人的・対面的なパトロン＝
クライアント関係で結びついた取り巻きによる要
職の独占，専ら私的利害に沿った国家運営と政権
維持という基本的な性格を有する政治体制への変
容であった1。
　このような統治の基本的なあり方は1980年代
の構造調整による経済的自由化と1990年代の民
主化移行による政治的自由化を経ることで若干の
修正を余儀なくされたとはいえ，個人的なパトロ
ン＝クライアント関係に対する依存心および異な
るエスニック集団に対する敵対心がいまだ根強い
こともあり，多くの国で程度の差こそあれいまだ
に残存している傾向である。またそうした傾向は
民主化移行による自由で競争的な選挙の導入によ
る政治的競争の熾烈化によって一層強化されたと
いう側面もある2。とりわけ民主化移行によって
これまでの統治の仕組みを変更する必要性に直面
した指導者たちの多くがなるべく水面下でこれま
での統治手法と権力基盤を維持することの方を好
んだため，表向きは選挙制度，議会制度，違憲審
査制度などの民主主義の諸制度を有する民主主義
国家の体裁を整えていても，実質としては低い投
票率，弱い野党，独立性の欠如した司法府ならび
に中央銀行，非効率で機能しない行政機関と汚

職・腐敗の蔓延といった問題を抱える「失敗国
家」（Failed State）が 1990 年代以降に数多く出
現することとなった。しかしながらごく少数の
国々では民主化移行によって政権交代が実現し，
各種の改革を推し進めることで民主主義の質とガ
バナンスの向上を達成しつつある。
　本稿で取り上げるガーナ共和国はそのような数
少ない成功例の一つであると考えられる。投票率
は非常に高く，強力な野党が存在する二大政党制
であり，1992年の民主化移行から現在までに政
権交代が二度実現している。また2000年代以降
の法制度改革および司法制度改革による司法およ
び行政能力の強化と汚職撲滅への取り組みは，民
主主義と資本主義の諸制度が有効に機能しガバナ
ンスの向上と経済発展をもたらしうるという点で
とりわけ重要な政策的含意をもつと考えられる。
以上のような観点から次節以降では1981年から
2010年までのガーナ共和国における開発指標（マ
クロ経済指標）について経済要因（投資・援助な
ど）のみならず政治要因（法制度・政治体制・党
派性など）も含めたマクロ計量モデルを用いて分
析することでそれぞれの要因のインパクトを明ら
かにするとともに分析結果の解釈と因果メカニズ
ムについても考察を試みる。

１．ガーナ共和国の概要

　ガーナ共和国は初代大統領ンクルマ（Kwame 
Nkrumah）が1966年にクーデターによって追放
されてから1981年にローリングス政権が発足す
るまでの15年間に4回のクーデターと8回の政権
交代を経験した。1981 年以降はローリングス

（Flt Lt. Jerry John Rawlings）を国家元首とする
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軍政（PNDC軍事政権）が敷かれ，ローリングス
の強力なイニシアティヴによって政治的安定が達
成された。その後IMF世銀による構造調整を受
け入れ，経済改革がある程度功を奏したことで経
済的安定がもたらされた。さらに1992年には民
主化移行と総選挙が実施され，大統領選と議会選
共にローリングスと彼の率いる NDC（National 
Democratic Council）が野党 NPP（New Patriot 
Party）とその候補を大きく引き離して圧勝し
た。ローリングスとNDCは次の1996年総選挙で
も大勝し，二期8年を務めたローリングスが憲法
による三選禁止の規定によって次回の総選挙には
出馬しないことを表明したため，2000年総選挙で
はNPPとクフォー候補（John Agyekum Kufuor）
が優勢となり，民主化移行後初の政権交代が実現
した。さらに2008年総選挙ではNDCとミルズ候
補（John Atta Mills）が勝利し，民主化移行後二
度目の政権交代が実現した。
　NDCはローリングス軍事政権のPNDCを母体と
し，中道左派的な政策選好を持ち，地方開発・プ
ロジェクト開発・インフラ開発に重点を置いた再配
分政党であり，その政策選好は地方の選挙ブロッ
クへの私的財およびクラブ財の供給というクライエ
ンテリズムを通じた支持獲得という性格が強かっ
た。NPPは独立期から軍政期にかけて活躍した保
守系政治家であるブシア（Kofi Busia）とダンカ

（Joseph Kwame Kyeretwie Boakye Danquah）の
系統を引き継ぎ，伝統的首長（Chief）などの保
守層および財界に強固なパイプを持つ党派（ダン
カ＝ブシア系）を基盤とする政党であり，中道右
派的な政策選好を持ち，再分配よりもむしろ福祉
や開発ファンドといった公共財ないし集合財を供
給することで支持を獲得するという性格が強い。た
とえば 2003 年の国民健康保険（National Health 
Insurance Scheme：NHIS） の導入や 2006 年の
Local Governance Fundの創設などが挙げられる。
2000年代の法制度改革もこのような政策選好に
沿って実施されたとみなすことができる3。

２．理論

　アフリカ諸国の経済（低）成長については自然

地理的条件，政策，政治体制，植民地支配の経
験，紛争などさまざまな側面から説明されてい
る4。成長回帰分析によって明らかになったこと
は，①アフリカの低成長を説明する要因としては
初期条件よりも政策の拙劣さが重要であること，
②低成長を説明する要因となりそうなあらゆる変
数を用いてもアフリカ諸国の低成長を完全には説
明できない（アフリカ・ダミーが存在する）こと
である5。コリアーらによればこれらの要因は主
に「政策要因」と「初期条件」に分類できる。自
然条件，人口，天然資源，民族言語多様性などは

「初期条件」に，インフラ，マクロ不安定性，政
府の市場介入，金融政策，教育，福祉その他公共
サービスなどは「政策要因」に分類される 6。成
長回帰分析を用いた主な研究によれば，経済成長
に影響する主な要因は政策要因であり7，人的資
本・投資率・政府支出・政治的不安定性8，貿易
政策9， 所得水準・ 民族言語多様性・ 内陸国性

（初期条件），投資率・ブラックマーケットプレミ
アム（政策要因）10 などの変数が有意である。以
上から，経済成長に対しては政策要因とりわけ貿
易，投資が重要な変数であるであるということが
できるだろう。
　次に経済学における経済成長理論の知見によれ
ば，一般的に資本ストックの上昇つまり資本形成
に対する投資活動が成長の原動力であり，さらに
資本蓄積よりも技術進歩が重要である 11。資本に
関しては資本装備率が経済成長に対して有意な正
の効果をもつことが分かっている12。投資に関し
てはアフリカではインフレ率，為替レート，利子
率，交易条件などのマクロ経済環境の変動が大き
く（マクロ不安定性），投資に悪影響を与えてお
り，国全体の投資率のクロスカントリー分析は多
くの場合インフレ率や交易条件，為替レートなど
の変動が民間投資に抑制的に働くことが分かって
いる13。公共投資についても投資の外部効果が大
きい集合財（たとえばインフラ整備）よりも他の
グループの参与を排除できるクラブ財（具体的に
は地域や受益者を特定した補助金）が選好される
傾向がある14。Rodrikによれば民族言語多様性や
所得格差に現れる「潜在的な対立」が高い国ほど
交易条件の悪化に対応して為替レートを引き下げ
ることができず経済成長率が悪化する 15。また貿
易などに関する経済自由化はグループ間の格差を
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拡大する傾向がある16。以上から，経済成長に対
しては投資が極めて重要な要因であるが，国内投
資（民間投資と公共投資）に期待される効果はお
のずから制限的とならざるを得ないことが分か
る。他方で外国投資（FDI）については，FDIと成
長には強い正の相関17 ないし一定の相関関係18 が
あることが確認されている。さらにFDIと貿易
の間には正の相関があることも確認されてい
る19。従って，FDIは貿易と連動して経済成長に
対して強い影響を及ぼす重要な変数であるといえ
るだろう。またFDIと区別されるものに送金が
あるが，送金は経済成長に対して正の効果をも
ち20，送金が輸出競争力を損なうという証拠はな
いことが分かっている21。
　最後に，クズネッツによれば近代経済成長は技
術進歩およびイデオロギーと制度の変革に依存す
る22。またBarroによれば経済成長に対しては教
育，平均寿命，法制度，交易条件は正の効果をも
ち，出生率，政府消費，インフレ率は負の効果を
もつ23。さらにRodrikによれば，私的財産権を保
障し，紛争を解決し，法と秩序を維持し，社会的
費用便益を考慮した経済的インセンティヴを確保
する制度こそが長期的経済成長の基礎であり，制
度の質が鍵となる24。以上から，政策要因の中で
もとりわけ制度は経済成長に対して重要な意味を
持つ変数であるといえるだろう。とくにビジネス
に関する規制と環境が改善されれば GDP を年
2.3％引き上げることが可能であると言われてい
る25。

３．計量分析

　本節では1981年から2010年までのガーナにお
ける開発指標（GDP，一人当たりGDP）を従属
変数として取り上げ，前節において特定した諸変
数を独立変数として時系列データ分析を行う。図
1，2は名目ドルベースでのGDPおよび一人当た
りGDPの時系列グラフである26。　　　
　ガーナではンクルマ大統領の「開発7カ年計画」

（1963年～1970年）において輸入代替工業化を図
り，大規模プロジェクト投資を行い，国営企業を
大量に設立した。この政策によりガーナ経済の対

GDPの投資率は大幅に伸びたが，GDP自体は伸
びなかった27。その後，国営企業の非効率な経
営，通貨切り上げの続行という「政策の失敗」に
よりカカオ市場での優位を失い，オイルショック
以降は国際収支困難を主たる原因として長期停滞
が続いた。しかし図1で示されるようにGDPは
2000年代に入ってから伸び始めている。この傾
向はアフリカ全体で見られるものだが，平野によ
ればそれは石油と金属を中心とする鉱物性資源価
格の高騰が主要因である28。しかしガーナでは主
要輸出産品がカカオであり，2010年まで石油を
生産しなかったことから，この説明は少なくとも
ガーナにはあてはまらない。また図3に示される
ようにガーナは慢性的な経常赤字の状態にあるた
め，資源価格の高騰による石油輸入価格の高騰が
経済全体に大きなダメージを与えたと考えられ
る。
　以上から，独立変数として貿易，投資，制度を

出典：World Development Indicatorより筆者作成。

図1

出典：World Development Indicatorより筆者作成。

図2
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取り上げる。前節より貿易とFDIは連動してい
るため，貿易の代わりにFDIを変数として取り
上げることとする。投資については国内投資と
FDIに区別できるが，国内投資それ自体について
はデータが存在しないため，消費と貯蓄のデータ
から推定するしかない。国内投資はさらに設備投
資，在庫投資，住宅投資に分けられるが，理論的
には国内投資は国内貯蓄に等しい。図4はFDI，
図5はGDPから消費と貯蓄を除いたものである。
分析ではFDI単独，FDI+貯蓄，FDI+GDPから
消費と貯蓄を除いたものの3つのパターンを試し
たがFDI単独の場合と大差はなかった。また投
資と関連して資本装備率も取り上げる。データは
World Bank の World Development Indicator お
よびFAOのFAOSTATのデータを用いた。
　次に制度については法制度と政治体制を取り
上げた。また第1節で述べたようにガーナは政治
的には安定しているが政権の変動が激しく，異
なる党派による政策変更の影響を考慮に入れる
必要がある。従って，政権の党派性も独立変数
として取り上げた。法制度については「t-1期の
全ての法令数 +t 期に可決された法案数」 とし
て操作化した（筆者が独自に作成した「立法指
標」）。政治体制についてはPolity IVとFreedom 
Houseのデータを用いた。その他にもガバナンス
としてWorld Governance Indicatorよりstability, 
government effectiveness, regulatory quality, 
control of corruptionの各データを，政治参加と
してVanhanenのparticipationのデータを用いた

（2000年以降のデータについてはVanhanenの計
算方式に従って筆者が独自に作成）。
　最 後 に 政 策 要 因とし て「援 助」（ODA, loan, 
grant）の影響をコントロールするために援助の受
入額（名目ドルベース）を取り上げた。援助は合計
額（aid total）とともに「開発援助」（development 
aid），「人道援 助」（welfare aid），「公的援 助」

（public aid），「債務免除」（debt relief），「一般財
政支援」（general budget support：GBS） の 5 つ
に大別し，それぞれの効果についても分析した。こ
れはアフリカの援助受け入れ国がしばしばドナー諸
国や国際機関の意向に左右され易いことを考慮に
入れたものである。こうした関係性は1980年代か
ら1990年代にかけては構造調整による「コンディ
ショナリティ」として，2000年代以降はMDGsと

HIPCプログラムの組み合わせによる「オーナー
シップ」として規定されている29。またそうした
政治的影響と同時に援助の経済成長に対する影響
も コ ン ト ロ ー ル す る た め で あ る。 デ ー タ は
Aiddata2.0のデータを用い，データの分類は筆者
が行った。　 　 　

図3

図4

出典：World Development Indicatorより筆者作成。

出典：World Development Indicatorより筆者作成。

図5

出典：World Development Indicatorより筆者作成。
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４．結果

　分析の結果は以下の表のようになった。まず表
1に示されるように資本装備率と法制度の間には
強い正の相関があることが分かる。次に表2で示
されるように法制度と政治体制の間には強い正の
相関があり，党派性とは一定の相関関係があるこ
とが分かる。従ってこれらは個別に分析する必要
がある。まず通常の重回帰分析を行った。結果は
表3のようになった。全てのモデルで立法指標，
援助，FDIが有意な正の効果を示している。また
インフラとして道路（舗装道路の割合）， 電話

（電話線網の全長）の対数値を投入し，電話が有
意であった。しかしながら通常の重回帰分析では
F値と決定係数が過剰に大きな値となっており，
系列相関が疑われる。
　以上のことから，t期のGDPとt-1期のGDPの
対数値の差分（GDP成長率）を従属変数として
系列相関を取り除いた時系列モデルを用いて分析
した（一人当たりGDPについても同様）。結果は
表4のようになった。分析の結果として投資と援
助は全てのモデルで有意ではなかった。また資本
装備率と立法指標は全てのモデルで有意な正の効
果をもつことが明らかになった。
　次に従属変数を立法指標として分析を行った。
図6は立法指標の時系列グラフである。結果は表

5のようになった。まずNPP（保守）ダミーと参
加が全てのモデルで有意な正の効果をもつことが
明らかになった。次にガバナンス指標については
regulatory qualityとcontrol of corruptionが有意
な正の効果をもつことが明らかになった。また援
助についてはGBSのみが有意な正の効果をもつ
ことが明らかになった。
　以上の結果から云えることは，少なくともガー
ナにおいては，開発指標に対して法制度と資本蓄
積が有意な効果を及ぼす要因であり，投資と援助
の効果は少なくとも統計的には有意ではないとい
うことである。また市民参加と保守政権は立法を
促進する要因であるといえる。さらに規制と汚職
に関するガバナンスの向上とドナーによって使途
を決められていない一般財政支援は立法を促進す
るといえる。　　　

表1

InCapitaEquip
InLAWDEV Pearson の相関係数 .813**

有意確率（両側） .000
N 30

表2

　 polity FH PNDC NDC NPP REGIME
InLAWDEV Pearson の相関係数 .956** -.909** -.808** 0.215 .666** .891**

有意確率（両側） 0 0 0 0.254 0 0
N 30 30 30 30 30 30

図6

出典：筆者作成。
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表3

Dependent Variable InGDP
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5

Independent Variable Const 20.842*** 18.677*** 19.85*** 18.248*** 20.85***

LAWDEV 0.003*** 0.003*** 0.003*** 0.001*** 0.0014*
(.988) (.869) (.806) (.472) (.609)

Polity -.001 -.001 -.001 -.001 .000
(-.056) (-.031) (-.050) (-.053) (.006)

InAid_total 0.099***
0.099***

InAid_develop 0.0694*** 0.039** -.038
(.147) (.083) (-.065)

Road -.002
(-.042)

InTel 0.106*** .081
(.237) (.308)

InFDI 0.0627*** .024
(.310) (.108)

F 169.277*** 182.545*** 149.732*** 163.794*** 114.190***
R² .926 .955 .945 .972 .993
adjust- R² .921 .949 .939 .966 .984
Note: N=30, ***p≤0.01, **p≤0.05, *p<0.1

表4

⊿InGDP ⊿InGDPper
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 1 Model 2 Model 3 Model 4

Const -0.225 -3.039** -3.185** -3.001** -0.274 -3.107** -3.261** -3.109**

InLAWDEV 0.585* 0.63** 0.576* 0.588* 0.636** 0.628**
(0.669) (0.721) (0.659) (0.67) (0.724) (0.716)

InCapitaEquip 0.159* 0.162*
(0.673) (0.683)

InFDI -0.027 -0.035 -0.041 -0.032 -0.026 -0.034 -0.04 -0.046
(-0.27) (-0.359) (-0.414) (-0.33) (-0.266) (-0.346) (-0.405) (-0.471)

InAidTotal 0.004 0.004
(0.105) (0.11)

InAidDev -0.003 0.002 -0.003 0.002
(-0.117) (0.072) (-0.115) (0.076)

InAidPub 0.002
(0.073)

InAidWel 0.003
(0.141)

　 　 　 　 　 　 　 　 　
adj-R² 0.058 0.106 0.098 0.1 0.069 0.116 0.108 0.11
Durbin-Watson 1.736 1.889 1.92 1.882 1.743 1.895 1.927 1.91
Note: N=30, **p≤0.05, *p<0.1
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結語：因果メカニズムの解明に向けて

　民主主義国家における法の支配にとって違憲審
査制と並んで不可欠な要素である立法の裁量につ
いて見る上で本稿における立法指標は一つの測定
尺度となるだろう。なぜならば立法が活発であれ
ば立法の裁量についても一定の保証が与えられて
いると期待できるからである。逆にいえば立法が
停滞していれば立法の裁量はそもそも期待できな
いからである。また司法による違憲審査が活発で
あれば立法活動もそれに連動して促進されうるた
め，ガバナンスの向上が立法を促進するという分

析結果は理に適っているだろう。また市民参加が
高ければ政治家は市民の要求に対して応答的とな
るため，民主主義の下では一般的に立法活動を促
進させるといえるだろう。最後に一般財政支援と
保守政権の関係については，使途の自由な財政資
金を保守政権が法制度と司法制度の整備・強化に
用いたことが立証されるならば，GBS と保守政
権が立法を促進するという分析結果に一つの因果
メカニズムを与えることができるだろう。これは
今後の課題としたい。
　次に立法の促進（あるいは立法の裁量と違憲審
査から成る「法の支配」の促進）が経済成長を促
進するという分析結果に対する一つの解釈として
は，法的枠組みが供給され取引の安定と予見可能
性が高まることで市場における取引が増大したと

表5

InLAWDEV 　 　 　 　 　 　 　 　
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6 Model 7 Model 8

Const 5.729*** 5.938*** 5.963*** 5.835*** 6.057*** 5.916*** 5.84*** 5.722***

NPP 0.151*** 0.135*** 0.176*** 0.164*** 0.11*** 0.12*** 0.146*** 0.157***
(0.456) (0.406) (0.53) (0.494) (0.425) (0.434) (0.548) (0.587)

Part 0.01*** 0.01*** 0.01*** 0.009*** 0.011** 0.014*** 0.015** 0.017**
(0.563) (0.571) (0.581) (0.508) (0.501) (0.639) (0.688) (0.805)

WGI_regulatory  0.344**  0.58*  0.725**
(0.457) (0.771) (0.963)

WGI_stability -0.366 -0.48
(-0.444) (-0.582)

WGI_effectiveness -0.78* -0.617
(-0.665) (-0.527)

WGI_corruption 0.305* 0.34
(0.347) (0.386)

InAid_total 0.013
(0.087)

InAid_public 0.01
(0.112)

InDebt_Relief -0.002
(-0.083)

InGBS 0.03**
(0.17)

　 　 　 　 　 　 　 　 　
F 51.759*** 66.607*** 50.66*** 53.4*** 20.339*** 17.881*** 16.307*** 13.704***
adj- R² 0.905 0.925 0.903 0.908 0.841 0.822 0.893 0.852
Durbin-Watson 1.768 1.63 1.922 1.611 1.04 1.208 1.646 1.704
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いうことが推測できる。たとえば図7，8に示さ
れるように，法制度の発達に連動して不動産登記
や起業に要するコストが低下していることが分か
る。このことから経済活動に伴うリスクや負荷を
縮減するという法的枠組みのプラスの側面が経済
成長に良い影響を与えていることが考えられる。
　他方で，FDIと援助は経済成長に対して有意な
効果をもたないという分析結果については様々な
解釈が考えられる。FDIについてはアフリカ全体
の傾向として2005年頃から急増しているが，FDI
の主な目的は①市場の確保，②生産効率の確保，
③資源の確保，④国際的な規模の経済の確保であ
ると言われている30。このような外資による利己
主義的な性質の投資行動であるために，FDIは現
地の経済を刺激しないのかもしれない。またこの
ことは近年の中国による積極的な援助行動にもあ
てはまるだろう31。他方で利他主義の精神による
とされる援助も同様の理由から受け入れ国の経済
を刺激しないのかもしれない32。また援助は経済
成長に対する長期のインパクトはない33，貯蓄と
援助の間には相反する負の関係が見られる 34，援
助は投資よりも消費に使われており非生産的な公
共投資を増大させ投資を促進しない35，援助は公
的部門の政府支出を増大させ政府の規模を大きく
しガバナンスを悪化させる36 といった知見もあ
る。さらにFDIと援助に共通する性質である外
国資金の一時大量流入がもたらされるために，こ
れを不胎化するべく政府は国債の大量発行と金利
の切り上げを行うことから投資が抑制されること
となり，また通貨の切り上げを行うことから輸出
が落ち込むことになるといった経済全体に対する
悪影響（クラウディングアウト効果）37 が引き起
こされている可能性がある。
　最後に，本稿は目下経済成長しつつあり同時に
ガバナンスの改善にも積極的に取り組んできた現
在は中進国とされるガーナ共和国という特殊な一
事例について分析した。従って，本稿の分析射程
はあらかじめ限られたものであり，本稿で明らか
になった知見がその他の途上国や地域にもあては
まるという保証はない。そのため本稿で得られた
知見の意義はおのずから小さいものとならざるを
得ない。しかしながら，多数の国を対象とした地
域大・世界大の計量分析では捉えることのできな
い固有の文脈に特定化したモデルを検証すること

には一定の意義があるだろう。従って，本稿は
Rodrikが「経済パフォーマンスのより深い決定
因」38 を探るために制度や歴史を考慮に入れたよ
うな「カントリー・ナラティブ」39 の考え方に立
つ一連の研究に連なるものであるといえよう。
　　　

図7

図8

出典：World Development Indicatorより筆者作成。

出典：World Development Indicatorより筆者作成。
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